
一、後期高齢者医療広域連合議会臨時会が7月19日

午前10時からメルパルク名古屋で開催されました。

一、５月の各自治体での議員の所属委員会等の変更

に伴い広域連合議会議員の変更があり、臨時会で

議会人事や議案の審査が行われました。

一、広域連合議会には日本共産党から、さいとう愛

子（名古屋市）と伊藤建治（春日井市）の２議員

が選出されています。

一、連合長は昨年５月から太田稔彦豊田市長に、副

連合長は今回、成瀬敦幸田町長を再任しました。

議長には中根武彦議員（岡崎市）、副議長に吉岡

正修議員（名古屋市）が選任され、議選の監査委

員に稲葉民治議員（常滑市）を選出しました。識

見の監査委員は後藤道夫氏（元名古屋市職員）が

継続して就任しています。

一、議案２件は、窓口負担引き上げの広報のための

補正予算案とコロナによる収入減に対する保険料

減免措置の継続・拡大の条例改正案の専決処分の

承認案で、さいとう議員が議案質疑を行いました。

一、日本共産党は、補正予算案に反対しました。

一般会計補正予算の専決処分（窓口負担の

見直しＰＲ費用の増額）について

【さいとう議員】今年10月１日から施行される窓口

負担の見直しについて、周知・広報用のポスターな

どを医療機関などに送付するための補正予算を専決

処分したことの承認を求める議案です。

そもそもの当初計画はどうだったのか

【さいとう議員】当初予算では、周知・広報に要す

る費用として、何をどのように計上していたのか。

その内容をお聞きします。

制度変更で保険証の更新が２回、１回目は

有効期間が２カ月などを広報、コールセン

ターの設置、ポスター掲示などを予算化

【総務課長】被保険者証の更新を例年１回のみだが、

本年度は、全被保険者（約102万人）に２回更新を

行うことにした。１回目の８月の更新では、窓口負

担の見直しを含む制度の概要をまとめた小冊子と、

10月１日からの制度改正に伴い被保険者証の更新が
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後期高齢者医療広域連合議会( )
後期高齢者議会７月臨時会について

愛知県後期高齢者医療広域連合議会7月臨時会（2022年7月19日）

議案
各議員の態度

結果 内容
共産党 他議員

正副議長の選挙 ○ ○ 可決
議長 ：中根武彦（岡崎市議）
副議長：吉岡正修（名古屋市議、港区、公明）

副連合長の選任 ○ ○ 可決 成瀬敦（幸田町長）

監査委員の選任（議選） ○ ○ 可決 稲葉民治（常滑市議）

2022年度一般会計補正予算（第１号）
の専決処分（6月17日専決）

● ○ 可決
補正額454万円。10月からの窓口負担引き上げの周知広報用ポスター・リーフ
を医療機関に送付する費用の不足に対応するため。全額国費。

愛知県後期高齢者医療広域連合後期
高齢者医療に関する条例の一部を改
正する条例の専決処分（6月16日専
決）

○ ○ 可決

新型コロナの影響で収入減少した場合の保険料減免の対象を拡大する。2020
年度の保険料で2020年4月1日～2022年3月31日の納期を対象にしていたものは、
2021年4月1日～2023年3月31日の納期対象に、2021年度分は2021年4月1日～20
22年3月31日の納期までの分は2021年4月1日～2023年3月31日にする。新たに
2022年度分は2022年4月1日～2023年3月31日も対象とする。

態度：○＝賛成 ●=反対 日本共産党以外の全議員は同じ態度でした。

後期高齢者広域連合での議案に対する態度（2022年7月19日）

2022年
7月19日

一般会計補正予算に関する質疑（2022年7月19日）

１０月からの窓口負担引上のお知らせが遅すぎる。、
負担増の中止こそが高齢者の願い

さいとう愛子議員



２回行われること、１回目の被保険者証の有効期限

が２カ月と短いことなどを知らせるリーフレットを

７月中に全被保険者に送付する。

２回目の10月の更新では、２割負担となる約23万

～24万人全員に窓口負担の見直しに関するリーフレッ

トを同封する。この冊子等の作成費用等は当初予算

で資格賦課管理費の被保険者証作成等業務委託料の

一部として計上されている。

被保険者や住民への周知・広報として、負担割合

の見直しや被保険者証、負担割合等に関する様々な

問い合わせに対応するためのコールセンターを７月

から12月まで開設、当初予算では資格賦課管理費の

コールセンター運営業務委託料として計上している。

本広域連合が例年、県内の約15,000カ所の医療機

関や市区町村の窓口に配布するパンフレット・ポス

ターでも窓口負担割合の見直しに関する内容を記載

し、周知・広報を行う。当初予算の啓発費で啓発パ

ンフレット作成等業務委託料として計上されている。

予算が不足した理由は何か

【さいとう議員】「窓口負担見直しの医療機関等に

おける周知広報に要する費用（ポスター・リーフレッ

トの送付に関する費用）の不足が見込まれる」とあ

りますが、なぜ不足することとなったのか、その経

緯をお聞かせください。

詳細不明のため当初予算に計上しなかったため

【総務課長】今回の補正は、厚生労働省の依頼で住

民に周知・広報を図るため、厚生労働省の全国統一

のポスター及びリーフレットを、広域連合から公的

機関や医療機関・高齢者関係施設等に送付するもの。

このポスター等の送付は、昨年度に厚生労働省か

ら各広域連合に示されていたが、事業費の積算に必

要なポスター等の仕様や送付箇所、送付枚数等の詳

細が厚生労働省から示されなかったため、当初予算

への計上を見送った。本年６月に厚生労働省からポ

スターの仕様や送付箇所、送付枚数の詳細が示され

たので、この費用の予算の補正を行った。

ポスター掲示などは自ら遅れを招いたもの

【さいとう議員】今年の10月１日

からの窓口２割負担の実施日が決

まったのは、今年の１月でした。

そのため、今年だけは、被保険者

証を２回送付することになる、１

回目に、８月９月と２カ月だけ使

う保険証を送り、そのあと２回目、10月から来年

7月31日までの保険証を送るとの説明だが、高齢者

の方が混乱しないかと危惧します。

厚生労働省作成のポスター等の送付についての具

体的な詳細が厚生労働省からこなかったため、当初

予算へ計上できず、６月に指示があり、予算の補正

を行ったとのことだが、周知広報が非常に遅れる事

態を招いていると言わざるをえません。

対象者が２割負担になることを知るのはい

つになるのか、広報の計画は（再質問）

【さいとう議員】被保険者の方々の立場からお尋ね

しますが、被保険者自身が２割負担となると知るの

はいつごろで、どのようにして知ることになるので
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すか。全被保険者への周知スケジュールはどのよう

になっていますか。

９月交付の被保険者証で確認できる。早く

知りたい人はＨＰやコールセンターで

【総務課長】窓口負担割合は、被保険者証で知らせ

ることになっており、２回目に交付する被保険者証

に記載する。２割負担かどうかは、９月に交付され

る被保険者証で確認することになる。

その前にも、どのような場合に２割負担となるか

は、本広域連合のホームページや市町村の窓口等で

確認することも可能で、コールセンターへの問い合

わせでは、個別に対応する。

見直しの施行時期が10月１日と決定したのは、本

年１月で、２月からホームページへの掲載及び市町

村窓口でのリーフレットの配布で周知を図っている。

市町村には、2021年度中に市町村の広報誌に掲載し

てもらうよう依頼し、愛知県の「広報あいち２月号」

として新聞紙上にも掲載した。2022年度に入ってか

らは、６月に本広域連合で作成したポスター及びパ

ンフレットを医療機関等に送付した。

７月に被保険者証の１回目の更新で、小冊子及び

リーフレットを同封し負担割合の見直しを周知する

とともに、コールセンターを開設している。

この補正予算による周知・広報として、厚生労働

省から送付されるポスター等を、公的機関や医療機

関・高齢者関係施設等に配布する予定です。

ポスター・リーフレットの発送予定は（再質問）

【さいとう議員】医療機関等へポスター・リーフレッ

トはどのようなスケジュールで発送されることにな

るのですか。

８月中に届くように発送したい

【総務課長】厚生労働省からは７月下旬に広域連合

に配布される予定で、医療機関等には遅くとも８月

中には届けてほしいと依頼されている。送付先が約

22,000カ所と多いので、委託業者と調整の上、８月

中に届くように発送したい。

直前にしかわからない。対応が遅すぎる（意見）

【さいとう議員】今年10月１日から一定の方が医療

費２割負担となることは、すでに１月には公布され

ています。

にもかかわらず、医療機関、高齢者施設へのポス

ターの掲示などの目立つ広報は直前の８月中旬以降

しか行われず、ましてや、２割負担となる当事者で

ある被保険者は９月にはいって新たな保険証が手元

に届いてから、知ることになります。市町の発送の

タイミングで違いがあると聞きますが、実際、該当

する被保険者には１か月を切ってしか知らされない、

ということになります。これでは、あまりに遅すぎ、

被保険者を混乱させる対応と言わざるを得ないと指

摘して終わります。

【さいとう議員】この議案は、今年10月から始まる

窓口負担の見直しに向け、周知広報のための送付費

用の予算措置の専決処分に対する承認案件です。

負担割合を変える大改悪

後期高齢者医療保険の制度は、2008年４月１日か

ら始まりましたが、今

回、１５年目にして初

めて、負担割合を変え

るという大きな制度改

正となります。
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一般会計補正予算に関する反対討論（2022年7月19日）

高齢者に大きな負担を強いるうえ、被保険者や医療機関に丁寧な周知・

広報とならない補正予算案は認められません

さいとう愛子議員



丁寧な周知・広報が行われていない

全国広域連合協議会は、今年6月１日の厚生労働

大臣への要望書の第１項目目に「窓口負担割合の見

直しに関しては、被保険者や医療機関に十分配慮す

る必要があることから、国による丁寧な説明及び周

知・広報を行うこと」との要望を行っています。し

かし、丁寧な周知・広報が行われているとは思えま

せん。

厚労省の都合で、十分な配慮もなく丁寧な

説明も周知・広報もなく進められている

去年８月の定例会においてリーフレット等を送付

する費用などの増額補正の議決がされていたにもか

かわらず、厚生労働省の方針が変更され、リーフレッ

ト等の送付は行わず、減額補正が行われまし被保険

者た。

厚生労働省作成のポスター等の送付については、

説明があったように、当初予算へ計上できず、その

後、６月になって、厚生労働省から指示があり、今

回の専決処分の議案となりました。

厚労省の都合で、被保険者や医療機関に十分な配

慮もせず、丁寧な説明も、周知・広報もなく、専決

処分で進められているのではないですか。

１カ月前にしか負担増がわからない

愛知県では、約102万人ののうち、23万から24万

人が２割負担の対象となると聞きました。被保険者

のうち、現役並所得以外の方は約９１パーセントと

のことですので、１割負担の方のうち、だいたい４

人に1人強の方が２割負担の対象となることになり

ます。実施前、１カ月ほどしか周知の期間がない中

で、高齢の方が、10月からの新しい保険証を持って

お医者さんに行き、窓口で２倍の支払いを求められ

たら、多くの方が驚かれるのではないでしょうか。

医療機関からは「物価高、年金減、コロナの心配に

加えて、さらに医者にかかりにくくなり、窓口が大

混乱します。」との声を聞きました。

今まで以上の負担を強いることには反対

高齢者に今まで以上の負担を強いるうえに、被保

険者や医療機関に対し、丁寧な周知・広報とならな

い、この承認第２号の議案は認められません。

以上の理由で、反対を表明し、討論を終わります。
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